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1. はじめに 

2023 年度末に金沢・敦賀間の開業を、さらに2046年度に大阪

までの延伸を予定している北陸新幹線は、上信越、北陸地方を経

由して東京・大阪間を結ぶ整備・計画中の新幹線である。 
2015 年度末の金沢延伸がもたらした経済効果は、観光入込客

数の増加等により事前の予測以上の効果が得られ、同様に、大阪

延伸時にも地域経済に大きな影響を及ぼすと考えられる。また、

北陸新幹線の大阪延伸により、金沢・大阪間、京都・金沢間など

主要観光地間で大幅に時間が短縮され、新幹線を利用した周遊

観光の増加が見込まれる。 
そこで、本研究では、北陸新幹線の全通が関西・北陸地方の府

県間の周遊行動、観光入込客数、地域経済にどのような影響をも

たらすかを、地域計量経済モデルと観光周遊モデルを組み合わ

せて分析する。 
 

2. 地域計量経済モデルの構築 

2.1 概要 

北陸新幹線整備による周遊行動の変化に伴う入込観光客数の

変化、ビジネストリップの所要時間短縮に伴う労働時間増加を

考慮した地域計量経済モデルの構築を行う。本研究で仮定する

北陸新幹線整備の影響フローを図-1に示す。 
 

 

図-1 北陸新幹線整備の影響フロー 

 

2.2 対象地域 

対象地域は、北陸新幹線大阪延伸により影響を受けると考え

られる、北陸3 県（富山県、石川県、福井県）に加え、終点の新

大阪駅が位置する大阪府、経由駅となる京都駅がある京都府の5
府県とする。 

2.3 モデルの定式化 

北陸新幹線整備による周遊行動の変化・入込観光客数の増加

は、域外からの観光客の観光消費に伴う移輸出を増加させると

考えられる。移輸出の増加を考慮した地域内総支出を(1)式に示

す。また、ビジネストリップの所要時間短縮に伴う労働時間増加

を考慮した潜在生産力を(2)式に示す。なお、その他の関数は既

往研究 1)の関数と同様とする。 
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ここで、i,sは都道府県、mは交通手段、t は年を表す。GREは

地域内総支出、CP は民間消費支出、IPは民間設備投資、IHP は

民間住宅投資、CGは政府消費支出、IGは公的資本形成、Z は在

庫投資、E は移輸出、ΔE は観光消費の増加に伴う移輸出の増加、

M は移輸入、X は潜在生産力、K は資本、L は労働、ROW は民

間資本稼働率、KP は民間資本ストック、LH は平均労働時間、

NBはビジネストリップ数、τは所要時間である。 
 
2.4 パラメータ推定と現況再現性の確認 

 各関数のパラメータ推定を行うため、県民経済計算（内閣府）

等から、1980年度から2018 年までの対象地域である5 府県の時

系列データの収集を行う。 
 モデルの各関数のパラメータ推定は、OLS（最小二乗法）によ

り行う。推定結果の例として、生産関数(2)’式の各5 府県のパラ

メータ推定結果を表-1に示す。 

ln
𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝐺𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝐿𝐿𝑖𝑖,𝑡𝑡

= 𝛼𝛼0 + 𝛼𝛼1𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷1+(𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽1𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷1

+𝛽𝛽2𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷2) ∙ ln
𝐾𝐾𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝐿𝐿𝑖𝑖,𝑡𝑡

 

表-1 生産関数のパラメータ推定結果 

 

α₀ α₁ β₀ β₁ β₂ D.W. R²
-4.1713 -0.0369 0.2346 0.0109

(-17.095) (-2.782*) (4.968**) (6.737**)
-1.2109 0.7980 0.0192
(-2.468) (8.440**) (6.485**)
-1.8872 -0.0547 0.6690 0.0243
(-3.567) (-3.714**) (6.728**) (6.194**)
-4.5576 -0.0488 0.1791 0.0151 -0.0085
(-9.728) (-2.854*) (1.757) (3.218*) (-2.457*)
-2.3660 0.6148 0.0157
(-6.443) (8.205**) (6.664**)

注）( )内はt値。**は1%有意。*は5%有意。

　　ダミーのパラメータは省略。
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 各地域の地域内総生産の 2007 年度～2018 年度の実績値と各

関数の推定結果を踏まえたファイナルテストで算出された推計

値の平均絶対誤差率（MAPE）はそれぞれ、大阪府1.31%、京都

府2.03%、石川県1.30%、福井県2.47%、富山県2.14%となった。 
 

3. 観光周遊モデルの構築 

3.1 概要 

北陸新幹線整備による地域間の所要時間の短縮は、観光客の

周遊行動に影響を及ぼすと考えられる。本研究では、溝上ら 2)の

モデルを参考に、出発地から最初に訪問する目的地、続けて訪問

する目的地の選択確率を考慮したモデルを構築する。構築した

観光周遊モデルを(5)～(8)式、観光客の増加に伴う移輸出の増加

の算定式を(9)式に示す。 
 

∆𝑁𝑁𝐴𝐴,𝑟𝑟 = �𝑁𝑁𝐴𝐴,𝑠𝑠 ∙ 𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑠𝑠

(5) 

𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠 =
exp[𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠]

∑ exp𝑟𝑟∈𝐵𝐵 [𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠] (6) 

𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝛼𝛼1𝐷𝐷1𝑟𝑟 + 𝛼𝛼2𝐷𝐷2𝑟𝑟 + 𝛼𝛼3𝑇𝑇𝑠𝑠𝑠𝑠 + 𝛼𝛼4𝑀𝑀𝑟𝑟 + 𝛼𝛼5𝑇𝑇𝑠𝑠ℎ (7) 

Δ𝐸𝐸𝑟𝑟 = 𝑢𝑢𝐽𝐽Δ𝑁𝑁𝐽𝐽,𝑟𝑟 + 𝑢𝑢𝐹𝐹Δ𝑁𝑁𝐹𝐹,𝑟𝑟 (8) 
 
ここで、rと sは地域、Aは日本人（J）または訪日外国人（F）、

B は目的地として選択可能な観光地集合、ΔN は北陸新幹線延伸

によって増加する観光入込客数、N は観光入込客数、Psr は観光

地 sから目的地 r（他地域もしくは自宅・空港）へ移動する確率、

Vsrは観光地 sから目的地 rに移動することによる効用の確定項、

D1は寺社ダミー、D2は自然ダミー、Tsrは出発地から目的地まで

の所要時間、Mrは目的地魅力度、Tshは出発地から帰宅（国内居

住者）もしくは関西空港へ移動（海外居住者）する際の所要時間、

α1～α5はパラメータ、uは消費単価である。 
 
3.2 推計結果 
本研究では、対象地域内において観光周遊を行うことを想定

する。第一目的地として自宅・関西国際空港から各地域を訪れる

人数は北陸新幹線全通の有無に関わらず変化しないこととし、

新幹線全通によって大阪・京都、福井・石川・富山間の周遊行動

が新たに発生することを仮定する。新幹線全通後の第一目的地

訪問後の第二目的地（他地域もしくは自宅・空港）の選択確率は、

(6)、(7)式により算出する。なお、(7)式のパラメータは溝上ら 2)

の値を流用する。北陸新幹線全通後の周遊行動による入込客数

の増加を表-2、移輸出の増加を表-3 に示す。 
 

表-2 北陸新幹線全通後の入込客数の増加（千人） 

 
 

表-3 移輸出の変化（百万円） 

 

4. シミュレーション分析 

 ここでは2030年に北陸新幹線が敦賀駅から新大阪駅まで延伸

開業し全線開通となることを想定する。なお、建設期間中のフロ

ー効果については、計測対象としない。各府県における北陸新幹

線の延伸開業前と開業後の地域内総生産の変化の推計結果を表-
4 に示す。 
 

表-4 地域内総生産の変化（百万円） 

 

 
 表-4 より、北陸新幹線が2030年に全線開業した場合、地域内

総生産は2030年から各府県で増加しその後も増加し続けること

と、増加額は福井県で特に大きいことが分かる。 
 

5. まとめ 

本研究では、北陸新幹線の延伸開業に伴う時間短縮により周

遊観光に影響を及ぼすことを想定し、地域計量経済モデルと観

光周遊モデルを組み合わせた地域経済効果計測手法の構築、北

陸新幹線全通が観光行動および地域経済にもたらす影響の推計

を行った。 
ただし、本研究の観光周遊モデルでは、既往研究のパラメータ

を流用した。アンケート調査等に基づくパラメータ推定は今後

の課題である。また、為替レート等を考慮した外国人観光客の入

込客数、周遊行動の精緻な推計手法を構築することも今後の課

題と言える。 
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大阪府 京都府 石川県 福井県 富山県
日本人 105 483 1,082 3,373 939

訪日外国人 91 365 154 576 131

計 196 848 1,236 3,949 1,070

大阪府 京都府 石川県 福井県 富山県
5,251 14,287 20,834 74,586 14,920

整備なし 整備あり 差
2030 34,686,670 34,690,200 3,530
2035 33,199,240 33,202,850 3,610
2040 31,297,880 31,301,530 3,650
2045 29,890,090 29,893,750 3,660

整備なし 整備あり 差
2030 10,114,960 10,136,580 21,620
2035 9,846,902 9,869,585 22,683
2040 9,488,415 9,511,757 23,342
2045 9,195,481 9,219,241 23,760

整備なし 整備あり 差
2030 5,002,962 5,021,523 18,561
2035 5,149,327 5,181,710 32,383
2040 5,259,774 5,306,489 46,715
2045 5,357,037 5,418,375 61,338

整備なし 整備あり 差
2030 3,062,964 3,178,353 115,389
2035 2,967,701 3,085,258 117,557
2040 2,836,271 2,955,445 119,174
2045 2,730,189 2,850,682 120,493

整備なし 整備あり 差
2030 4,465,069 4,492,310 27,241
2035 4,350,697 4,381,110 30,413
2040 4,216,326 4,249,081 32,755
2045 4,093,586 4,128,149 34,563
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